様式第１号

令和　　年　　月　　日

本部町長　あて

（申込者）
住　所：
名　称：
代表者：　　　　　　　　　　　印

参　加　申　込　書

本部町議場システム更新業務について、同業務プロポーザル発注要領４．参加資格に別紙のとおり該当しますので、参加を申し込みます。


以後の連絡は、下記あてにお願いします。

担当者
	氏名
	

	所属
	

	役職
	

	郵便番号
	

	住所
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	電子メール
	



別　紙

本部町議場システム更新業務委託プロポーザル参加資格確認表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※該当する場合〇と記載
	　参加資格
	　　該当

	（１）沖縄県内に本社、支店・営業所いずれかを有していること。
	

	（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
	[bookmark: _GoBack]

	（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立て及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。
	

	（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する団体等との関わりがないこと。
	

	（６）直近５年以内に九州沖縄地区自治体へ議場システム元請または下請けとして導入実績があること。
	

	（７）本業務の趣旨を十分に理解した上で、発注者と目的を共有し、「本部町議場システム更新業務仕様書」に示す業務内容をすべて確実に履行できること。
	



